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本研究の目的は、明治期を中心として日本近代郵便事業の制度と構造について明らかにすることである。
本論文の章構成およびその内容の要旨は以下の通りである。
序章では本研究の意義を明らかにし、研究史を論じた。郵便事業に関する従来の歴史的研究では、全国
的な概観や郵便事業の制度面の検討がなされるにとどまり、郵便事業の構造・郵便政策・郵便の利用動向
と当時の政治・経済・社会状況との関連については、ほとんど検討されてこなかった。本研究の特徴は、
地域の事例に分け入って郵便事業を検討することにより、全国的な概観だけでは分からない当時の郵便事
業の実態を明らかにし、その上で全国的な視点との関連をもたせることを試みたことにある。
第1章「明治期郵便事業の概観」では、明治前期の郵便政策について、当時の社会背景にも注目しなが
ら、制度的・構造的側面から総括した研究を行い、第2章、第3章、第4章の三つの章では、一貫して滋
賀県をフィールドとして分析することによって、当時の郵便事業の実態を具体的に浮き彫りにすることを
試みた。第2章「明治前期における郵便事業の展開と公用郵便」では、当時の郵便サーヴィス普及のプロ
セスについて、第3章「明治前期における郵便事業の展開と効率性」では、郵便業務における採算性の問
題のうちコスト削減の問題について、第4章「商業発達地における郵便事業の実態Jでは、採算性を考え
る上でもう一つの問題である収入増加要因について検討した。
郵便利用数が飛躍的な増加を示す一方、郵便事業収支は、 1886年以降ずっと黒字で推移しており、その
黒字幅は徐々に拡大していった時代であった。第5章「明治後期における郵便事業の成長と鉄道逓送」で
は、このように郵便事業が順調に成長を遂げた明治後期について検討した。
そして終章では、各章で行った分析にもとづいて、明治期における郵便事業の展開過程の特徴を明らか
にし、その達成点と問題点について総括をおこなった。明治期の郵便事業は、国家が提唱した郵便制度の
もとに、地方名望家、府県から戸長役場までの地方行政体、そして、江戸時代以来の宿駅制度・飛脚の流
れをくむ運送業者(陸運元会社、のち内国通運会社)、馬車会社、船舶会社、明治後期に至っては鉄道会
社などによって組織された「複合体」であった。また、この形態を取っていたからこそ、明治前期におけ
る郵便事業の急速な普及は可能であったし、そして適切な郵便局の配置や、効率性・速達性を重視した郵
便線路の編成といった問題に対して、地域社会に密着した、低コストでフレキシブルな対応が可能で、あっ
たとした。そして、今後の展望として、本論文が現在の郵便事業が抱える公社化・民営化の問題、あるいは
郵便サーヴィス提供のあり方について、経済史の分野から一つの見通しを提供する可能1生について論じた。
論文審査の結果の要旨
以下の理由により、上記論文は課程博士の学位の授与に値するものと判断する。
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(1)近代日本郵便史の研究は、戦前段階の国家主導的性格を強調する段階を経て、一方では、純粋な制度史
に傾きがちな「郵便史研究」と、他方では、「情報の経済史」を標携する機能論的アプローチがみられる
が、やや行き詰まり状態であるO これに対し、本研究は、制度的研究と、社会経済的背景をふまえた郵便
利用の動向や事業としての採算性の問題を関係させた、本格的な情報産業史と言える。
(2)一次資料を丹念に分析し、資料内在的に叙述を行ったきわめて丁寧に書かれた作品であり、図表の豊富
さ、資料引用の適切さも評価できる。
(3)一つの県(資料的に便利な滋賀県)をフィールドにして個別郵便局レベルでの研究を行ったことにより、
郵便事業展開の多様性に目が届いた、深みのある研究になった。例えば、幹線郵便ネットワークと域内郵
便ネットワークという区分(郵便物流通の量と質が異なる)、郵便利用数と収益性に関する個別郵便局の
4類型(大規模黒字局、中規模黒字局、中規模赤字局、小規模収支均衡局)の検出などである。
(4)郵便利用が飛躍的に増大した明治後期~大正期について、府県別・種類別(ハガキ、書状、新聞雑誌な
ど)の利用動向と、同時代の記述資料を関係させ、郵便への国民的ニーズの内容を明らかにし、「情報の
経済史」に新生面を切り開いた。
(5)費用逓滅的(容積距離比例料金)に大量の郵便物輸送を可能にした鉄道逓送(幹線ネットワーク)と、車
中区分、域内ネットワークの組織的連関性強化という、この時期の郵便事業の高い採算性の要因分析を行
い、郵便事業(通信事業)における公共性(一律料金による全国ネットワーク)と採算性という普遍的問題
に、一定のメッセージを提出した。
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